






 

1 追従走行 1 

（1） 走行 

作業者の後ろを追従して走行している。 

（2） 危険状態(原因)／危険事象(結果) 

追従走行時に先導者が立ち止まるあるいは歩行速度が遅くなる。／前方先

導者に追突する。 

（3） 実証試験プロトコル 

試験１ 書類確認 PLrの選定 

   リスクアセスメントに対応して JIS B 9705-1(ISO 13849-1)附属書 A のリ

スクグラフ法あるいは適切な方法により PLr を選定していることを、関係書

類（リスクアセスメント結果、要求パフォーマンス選定書）で確認する。適

用規格がある場合には、規定の PLrを用いていることを確認する。 

 

試験２ 書類確認 制御システムの安全関連部の設計と PL の妥当性 

次の事項などを書類（回路図、機能ブロック図、計算書など）で確認す

る。その際、JIS B 9705-2(ISO 13849-2)を参照する。 

 安全関連部が機能制御部から独立している。 

 適切なカテゴリーを選定している。 

 カテゴリーに対応する指定アーキテクチャーとなっている。 

 計算で使用する数値、ポイントなどは適切である。 

 計算結果から、設計した制御システムの安全関連部の PL が PLr 以上と

なっている。 

 

試験３ 停止試験 

周囲には固定物（棚、壁など）がない状況で行う。 

マネキン（通常使われる色の作業ズボンを着衣させる脚注2。）を 2m/s で移動

させ（ひもで牽く等）、自律走行台車を追従走行で追従させる。 

定常走行状態になったら、マネキンを停止させる。 

マネキンにぶつからず停止すればよい。 

停止後にマネキンと台車の距離を計測し 30cm 以上あれば適とする。 

 

  

 
2 レーザースキャナーは、反射率 5 パーセント未満のものの検出は不完全である。 
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試験４ 減速試験 

周囲には固定物（棚、壁など）がない状況で行う。 

試験３での適を確認後、本試験を行う。 

2m/s で追従走行が定常になった後、（マネキンを停止させずに）マネキン

速度を 0.5m/s とする。 

速度低減後、定常状態になるまでの間、なった後ともに、自律走行台車が

マネキンに追突することなく、0.5m/s で追従走行を継続することを確認する。 

追突の有無は目視（観察）で判断し、追突が認められなければ適とする。 

 

試験 5 太陽光試験 

 周囲には固定物（棚、壁など）がない状況で行う。 

 自律走行台車前方に白色光光源を設置して、試験３を行う。 

 白色光光源は、台車部で 65,000lx の照度となるものとする脚注3。 

 マネキンにぶつからず停止すればよい。 

 停止後にマネキンと台車の距離を計測し 30cm 以上あれば適とする。 

 

いずれの試験も最大積載状態で行う。 

 

2 追従走行 2 

（1） 走行 

作業者の後ろを追従して走行している。 

（2） 危険状態(原因)／危険事象(結果) 

追従走行時に先導者が急に方向転換する。／周囲の者に衝突する。 

（3） 実証試験プロトコル 

周囲には固定物（棚、壁など）がない状況で行う。 

マネキン（通常使われる色の作業ズボンを着衣させる。）を 2m/s で移動さ

せ（ひもで牽く等）、自律走行台車を追従走行で追従させる。 

通常走行状態になったら、マネキンをできうる限り早く左に 50cm 移動させ

（例えば、左にも牽引ひもを付けておく。）、その後左方へ（方向点検して方

向へ継続して）2m/s で移動させる。 

 
3 夕日の太陽光照度を模擬。参考例 http://www.inx-

eng.co.jp/support/pdf/tp_lightBasic.pdf 
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 次のいずれかになればよい。 

 再び先導者に追従する。 

 その場で停止する。 

次の場合には不適となる。 

 制御不能状態になって走行を継続する。 

 試験状況を観察し、再び先導者に追従するあるいは停止すれば適とする 

試験は最大積載状態で行う。 

 

 

3 追従走行 3 

（1） 走行 

幅が限られている C,D 品エリアの通路を作業者に追随（並走）している。こ

の際には台車の側面の固定物への接近検知は停止している。 

（2） 危険状態(原因)／危険事象(結果) 

C,D 品エリアで作業者と追従中、作業者が自律走行台車の反対側に回りこも

うとする。／自律走行台車が作業者に追従しようとして作業者と衝突する。 

（3） 実証試験プロトコル 

試験１ 図面による確認 

 自律走行台車本体周りの固定ガードを下方に延ばし、下端と床との間に足の

甲が入らないようになっているかの確認である。 

 図面でガード下部と床面の間の距離が妥当な値になっていることを確認す

る。この際には、5 パーセンタイルの値を使用する。 

 妥当な値の根拠は、適切なデータ（例えば、「人体寸法データベース 1991-

92-寸法項目一覧 | 研究チーム | 人工知能研究センター (aist.go.jp)」

（https://www.airc.aist.go.jp/dhrt/91-92/data/list.html））などから決

定されていることを確認する。 

 実際には靴の厚みがあるが、裸足を想定する。 

 

試験２ 実機による確認 

 自律走行台車本体周りの固定ガードを下方に延ばし、下端と床との間に足の

甲が入らないようになっているかの確認である。 

 台車を平らな床面で停車した状態で行う。 
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 ダミー靴（足甲（足裏から甲間の厚み）は日本人の 5 パーセンタイル値で決

める。）を台車と床面の間に差し込みが、ダミー靴が車輪に達しないことを

確認する。 

 ダミー靴の大きさは適切なデータ（例えば、「人体寸法データベース 1991-

92-寸法項目一覧 | 研究チーム | 人工知能研究センター (aist.go.jp)」

（https://www.airc.aist.go.jp/dhrt/91-92/data/list.html））などから決

定する。 

 実際には靴の厚みがあるが、裸足を想定する。 

 

 

4 From-To 走行 1 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中。 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車が地図情報にない障害物（放置された物体）を検出して急停

止に対して、周囲の人（自律走行台車後方の随伴者）がそれを回避できず（急

停止に気付かないを含む）自律走行台車に衝突し、けが（微傷）をする。 

（3）実証試験プロトコル 

1) 目視検査  

 ・ 自律走行台車の後方部に突起物がなく、表面が滑らかなことを確認。 

 ・ 衝突時の衝撃を吸収できる素材（ウレタン材など）が貼られているか確

認。 

2）評価試験 

 以下の条件で自律走行台車の停止性能を計測する。 

・ 走行面に障害物を配置する。障害物の大きさ、色、表面性状によって検知

応答に影響する場合は、最も検知しやすいものを選択する。 

・ 走行中の自律走行台車*1を障害物検知によって緊急停止させ、そのときの

自律走行台車の減速開始*2から停止までの惰走距離（制動距離）と停止に

要する時間（制動時間）を計測する*3。 
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【注】 

 *1：自律走行台車は、最高速度 2.0 m/s で走行させる。 

 *2：空走距離（障害物検知から減速開始間に走行する距離）を除外する。 

 *3：計測器はレーザー距離センサを用いる。 

   例）株式会社村上技研産業 

   https://www.murakamigiken.co.jp/product/distance/LDS-

8H?utm_source=yahoo&utm_medium=cpc&utm_campaign=DistanceMeasure_BI

G&yclid=YSS.1000333437.EAIaIQobChMI5qWOlaDP7QIVJ9WWCh3azgG5EAAYAiA

AEgLbB_D_BwE(閲覧 令和 3 年 1 月 26 日） 
3) 使用上の情報 

・ 取扱説明書に障害物検知時の惰走距離と停止時間が記載されていることを

確認する。 

・ また記載値が 2)の評価試験値と一致することを確認する。 

・ 注意文書「自律走行台車が障害物検知によって急停止することがある。」

との一文が取扱説明書に記載されている。 

4) 図面の確認 

・ 走行モータの動力オフでブレーキが作動するか、電気回路図で確認する。 

 

 

5 From-To 走行 2 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中。 

（2） 危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車が地図情報にない障害物を検出して、急に方向転換し、周囲の

人（特に脇の随伴者）に衝突し、けが（微傷）をさせる。 

（3）実証試験プロトコル 

1) 目視検査  

・ 自律走行台車の側面に突起物がなく、表面が滑らかなことを確認。 

 ・ 衝突時の衝撃を吸収できる素材（ウレタン材など）が貼られているか確認。 

2）評価試験 

 以下の条件で自律走行台車が側面の人に衝突しないことを評価する。 
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・ 走行面に障害物を配置する。障害物の大きさ、色、表面性状によって検知応

答に影響する場合は、最も検知しやすいものを選択する。障害物の位置によっ

て自律走行台車の回避行動が異なる場合は、複数の障害物位置で評価試験する。 

・ 人に見立てた障壁板を側面障害検知外の境界線に配置する。 

・ 走行中の自律走行台車*1 に障害物検知させ、そのときの自律走行台車の回避

動作で側面の障壁板に衝突しないことを評価する。 

【注】 

 *1：自律走行台車の最高速度 2.0 m/s で走行させる。 

 

6 From-To 走行 3 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中。 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車が床にある進入禁止マーカを検出し損ない、機械自体の転落、

積み荷の転落で、周囲の人（特に随伴者）に当たる。 

（3）実証試験プロトコル 

以下の方法で試験を実施する 

1) 試験条件 

 ・ 自律走行台車  最大積載量を台車に搭載 

 ・ 走行条件  直進（最高速度）、旋回（最少旋回径、かつ可能な最高速度） 

 ・ マーカ   仕様上で最小サイズ 

2) 試験動作 

  自律走行台車を進入禁止マーカに向けて自律走行台車を走行させ、進入禁止領

域手前で停止できるか、以下のように条件を変えて試験する 

 ① 新品のマーカを使用 

 ② マーカに欠けをつける（欠けのサイズは状況に応じて決定すること） 

 ③ マーカに検出が困難となる条件を追加する（汚れなど） 

 ④ ②と③の条件の組合せ 

 

3）使用上の情報 

 ・ 上記評価試験で明らかになったマーカを検出できない条件を取扱説明書に
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記載する 

 ・ 定期点検項目に進入禁止マーカが入っているか確認する。 

 

7 From-To 走行 4 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中。 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車が位置を見失い、急な増速、方向転換して、周囲の人（特に随

伴者）に当たる。 

（3）実証試験プロトコル 

エラー停止距離と時間の計測 

以下の方法で試験を実施する 

1) 試験条件 

 ・ 自律走行台車  最大積載量を台車に搭載 

 ・ 走行条件  直進（最高速度）、旋回（最少旋回径、かつ可能な最高速度） 

 ・ GPS 

2) 試験動作 

 走行中の自律走行台車への GPS 信号を停止させる。 

 ① エラー停止するか、エラー表示は仕様書通りかを評価 

 ② GPS 信号停止から自律走行台車が停止するまでの惰走距離と惰走時間を計測

する。 

   試験は走行中の自律走行台車が開始点に到達時に GPS 信号を停止させ、自律

走行台車の停止地点までの距離と時間を計測する。 

3）使用上の情報 

 ・ GPS 位置喪失時の自律走行台車の惰走距離と惰走時間が取扱説明書に記載さ

れているか確認 

 ・ 自律走行台車が GPS 受信喪失時に上記の惰走の危険があることを安全上の情

報として取扱説明書に記載されているか確認 
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8 From-To 走行 5 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中。 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車のブレーキ機能が喪失して惰走し、周囲の人に当たる。 

（3）実証試験プロトコル 

自律走行台車の「ブレーキ機能」がサーボモータ制御＋減速機（ハーモニ

ックドライブなど）＋車輪の摩擦力で発生・維持する前提でブレーキ機能を評

価する場合は以下になると考える。 

 

1) 試験条件 

 ・ 自律走行台車  最大積載量を自律走行台車に搭載 

 ・ 走行条件  直進（最高速度）、旋回（最少旋回径、かつ可能な最高速度） 

 ・ GPS 

2) 試験動作 

 走行中の自律走行台車に停止信号を送り、自律走行台車を停止させる。停止す

るまでの距離が仕様数値内であるかを計測する。 

 ① 停止距離と停止に要する時間は仕様書通りかを評価 

 ② 車輪径と車輪面が取扱説明書に規定の基準値に適合してるか評価 

3）使用上の情報 

 ・ 取扱説明書に停止距離と停止までの時間が掲載されているか確認 

 ・ 取扱説明書にブレーキ機能点検要領が記載されているか確認 

 

9 死角 

（1）走行 

自律走行台車が SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）を用いて

目的地まで自律走行モードで走行中にカーブを曲がる場合。 

 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

自律走行台車が人を検出するのが遅れ(検出ミス)により衝突する。 
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（3）実証試験プロトコル 

1）自律走行台車のスタート位置（3 ポジション）を変えて検証する（下図 1 参

照）。 

2）テストピース（作業者）を左右方向からそれぞれ矢印のように自律走行台車

とのインターセプトコースを走らせる。 

3）自律走行台車がＬ1 寸法の位置に来たらテストピース（作業者）を走らせる。 

Ｌ1 寸法は、自律走行台車の走行速度（高速、減速中、低速時）により決定す

る。 

4）自律走行台車が正常に減速停止し、テストピース（作業者）と接触しないこ

とを確認。自律走行台車は、脚と脚の隙間部分から移動するテストピースを

検出する。 

5）テスト回数は、各 10 回程度行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 

 【 Note 】 

 自律走行台車に使用する LiDAR は、選定したメーカー・型式により分解能が異

なるため、距離に応じて対象の検出幅が変わることを考慮して検証を考えなけれ

ばならない。さらに、応答速度については数十 ms～100ms 程度あるため、対象物

との相対位置を考慮する必要がある。  
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（3）実証試験プロトコル 

1）自律走行台車のスタート位置（3 ポジション）を変えて検証する（下図 1 参

照）。 

2）テストピース（作業者）を左右方向からそれぞれ矢印のように自律走行台車

とのインターセプトコースを走らせる。 

3）自律走行台車がＬ1 寸法の位置に来たらテストピース（作業者）を走らせる。 

Ｌ1 寸法は、自律走行台車の走行速度（高速、減速中、低速時）により決定す

る。 

4）自律走行台車が正常に減速停止し、テストピース（作業者）と接触しないこ

とを確認。自律走行台車は、脚と脚の隙間部分から移動するテストピースを

検出する。 

5）テスト回数は、各 10 回程度行う。 
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 【 Note 】 

 自律走行台車に使用する LiDAR は、選定したメーカー・型式により分解能が異

なるため、距離に応じて対象の検出幅が変わることを考慮して検証を考えなけれ

ばならない。さらに、応答速度については数十 ms～100ms 程度あるため、対象物

との相対位置を考慮する必要がある。  
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AMR が人を検出するのが遅れ(検出ミス)により衝突する。 

（3）実証試験プロトコル 

1）AMR のスタート位置（3 ポジション）を変えて検証する（下図 1 参照）。 

  2）テストピース（作業者）を左右方向からそれぞれ矢印のように AMR とのイン

ターセプトコースを走らせる。 

  3）AMR がＬ1 寸法の位置に来たらテストピース（作業者）を走らせる。 

   Ｌ1 寸法は、AMR の走行速度（高速、減速中、低速時）により決定する。 

  4）AMR が正常に減速停止し、テストピース（作業者）と接触しないことを確認。 

   AMR は、脚と脚の隙間部分から移動するテストピースを検出する。 

  5）テスト回数は、各 10 回程度行う。 

図 1 

 【 Note 】 

 AMR に使用する LiDAR は、選定したメーカー・型式により分解能が異なるため、

距離に応じて対象の検出幅が変わることを考慮して検証を考えなければならない。

 さらに、応答速度については数十 ms～100ms 程度あるため、対象物との相対位置

を考慮する必要がある。 

実証試験プロトコル条件 

1）AMR 仕様書より 

   自律走行速度 ： 1200mm/sec  
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実証試験プロトコル条件 

1）自律走行台車仕様書より 

自律走行速度 ： 1200mm/sec  

旋回半径 ： 1200mm（走行速度 1200mm/sec、周囲状況により 

500mm/sec に減速） 

作業者速度 ： 2000mm/sec（直進）、右左折時 1000mm/sec に減速する。 

床と車輪の動摩擦係数  : 0.5～0.6 を想定 

2）その他 

自律走行台車の加速度 ： 加速時 0.25G  減速時：-0.25G とする。 

作業者は、自律走行台車を視認したら 500mm 以内の制動距離で停止する。 

設置エリアに設置するものは、パーテーション（壁に見立てたもの）や 

コンベア、棚に見立てた、擬似的な物を配置する。 

イメージは、下記参照 
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１) パターン 1（コーナー部の死角領域が見通せる） 

   自律走行台車に俯角 5°に設置した LiDAR（Safety LiDAR）でコーナー部の死

角領域を検出する機能がない場合（図 2 参照）、表 1 の L1 寸法それぞれに対し

て、表 2 の条件で試験を行う。 

 試験回数は、各 5～10 回程度。 

                 表 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 表 2 

 作業者① 作業者② 

直進 右折 直進 左折 

自
律
走
行
台
車 

 

左端 

 

左折     

直進     

右折     

 

中央 

 

左折     

直進     

右折     

 

右端 

 

左折     

直進     

右折     

 

可否判定条件 

 自律走行台車は、停止かつ 

 ○：作業者と自律走行台車がぶつからない。 

        △：ギリギリかわせた、軽い接触程度（10N 未満） 

        ×：作業者と衝突（10N 以上） 

 

  ２）パターン 2（コーナー部の死角領域が見通せる） 

   俯角 5°に設置した LiDAR（Safety LiDAR）でコーナー部の死角領域を 

検出する機能がある場合（図 3 参照）。 

 L2 寸法（1000mm 固定） 

 

 

L1 寸法 

（単位：mm） 

 

 

 500  

 1000  

 1500  

 2000  

 2500  

 3000  
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   死角エリアの作業者（移動体）を検出したら、自律走行台車は 500mm/sec に減速

して走行する。表 3の L1、L2 寸法それぞれに対して、表 4の条件で試験を行う。 

   試験回数は、各 5～10 回程度。 

                  表 3 

 L2 寸法（単位：mm） 

500 1000 2000 

L1 寸法 

（単位：mm） 

500    

1000    

1500    

2000    

2500    

3000    

 

表 4 

 作業者① 作業者② 

直進 右折 直進 左折 

自
律
走
行
台
車 

 

左端 

 

左折     

直進     

右折     

 

中央 

 

左折     

直進     

右折     

 

右端 

 

左折     

直進     

右折     

 

可否判定条件 

     自律走行台車は、停止かつ 

      ○：作業者と人がぶつからない 

      △：ギリギリかわせた、軽い接触程度（10N 未満） 

      ×：作業者と衝突（10N 以上） 

 

  自律走行台車は、作業者を検出したら減速動作に入っていることは必須条件。 

    減速時の速度：500mm/sec 

コーナーレイアウトがパーテーションなど壁の状態で、コーナーの先（FL から

200～300mm 程度も含む）の領域が見通せない場合 レイアウトは、図 2 を参照 
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【Note】 

   １．試験を行う場合、自律走行台車の動作ログを収集、動作解析ができるようロ

ギング機能を持たせる。 

自律走行台車の動作が OK/NG にかかわらず、動作指示や検出状態が 100%トレ

ースできるようにする。 

  ２．テスト結果が NG の場合、自律走行台車のコーナー旋回時の速度を落とす。 

 

３）パターン３（作業者が認識できない） 

 自律走行台車に搭載した LiDAR（Safety LiDAR）で壁を認識したら、コーナー

部手前 1000mm 手前で 500mm/sec に減速を開始、500mm/sec で旋回走行を行う。 

  表５の L1 寸法それぞれに対して、表６の条件で試験を行う。  

  試験回数は、各 5～10 回程度。 
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表 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 表 6 

 作業者① 作業者② 

直進 右折 直進 左折 

自
律
走
行
台
車 

 

左端 

 

左折     

直進     

右折     

 

中央 

 

左折     

直進     

右折     

 

右端 

 

左折     

直進     

右折     

 

 

可否判定条件 

   自律走行台車は、停止かつ 

 ○：作業者と自律走行台車がぶつからない。 

 △：ギリギリかわせた、軽い接触程度（10N 未満） 

    ×：作業者と衝突（10N 以上） 

 

追従型自律自走台車 追従形態について 

オムニホイールの場合、平行式追従動作は可能であるが、今回はカルガモ式

追従（後ろをついてくる）動作に限定する。 

追従方式は、下図のカルガモ式追従動作）に限定とし、平行式追従動作は今回

対象外とする。 

なお、追従型自律走行台車は後ろをついてくる動作は行うが、作業者が台車に

 L2 寸法（1000mm 固定） 

L1 寸法 

（単位：mm） 

500  

1000  

1500  

2000  

2500  

3000  
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近づいてくる時は、停止したままとする。 

作業者が、台車の側方への回り込み動作をおこなったときは、LiDAR の検出範

囲外とならないように旋回動作を行い、検出状態を維持する。 

 

 並行式追従動作：対象外 

１）人が横に移動すると、その動作に合わせて自律走行台車も横に平行移動す

る 

（パターン１）。 

２）人の左右側面を検出して、その動作に合わせて自律走行台車も移動する 

（パターン２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カルガモ式追従動作：対象動作 

人が横に移動すると、自律走行台車は後ろをついてくる（カルガモ式追従動作）。 

今回は、この動作のみとする（下図参照）。 
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障害物例（参考） 

  1）コンテナ搬送用コンベア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2）A,B 品用 ケースフローラック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）C,D 品用 コンテナ格納棚 
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フレーム構造及び寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー106 ー



 

１０ 制御不具合１ 

（1）走行 

走行中 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

故障による急加速や急旋回によって周囲の人や物に衝突する 

（3）実証試験プロトコル 

試験１ 書類確認 制御システムの安全関連部の設計と PL の妥当性 

JIS B 9705-1 (ISO 13849-1)に基づいて、前後進および旋回の速度制御に関

して速度超過検出および速度制御の逸脱監視が PL c 以上であることを書類確認

によって示す。その際 JIS B 9705-2(ISO 13849-2)を参照する。 

この場合時間あたりの危険側故障率 PFHは 3×10-6未満が示されねばならな

い。以下は開発段階で求められる典型的な条件のうち主要なものである。 

・カテゴリー２以上の故障検出機能を有する冗長構成 

・十分吟味された安全原則 

・用途にあった規格適合部品の選定と影響の対策 

・年 2.93×10-4未満の危険側故障時間 MTTFD 

・共通原因故障方策 CCF の評点で 65 点以上 

・危険側故障診断範囲 DCavgが 60％以上 

・V 字モデル開発の各ステップでの設計レビューと検証。 

・以上のエビデンスとなる設計、製造、試験の各段階に関するドキュメン

ト管理。 

 

試験２ 速度指令の故障注入試験 

周囲に障害物のない環境、または障害物検知機能を停止した状況で試験を行

う。 

運用規定の範囲内で、最大質量を積載しておく。 

ハードウェアまたはソフトウェア的な故障注入によって、速度制御指令に反

する異常速度状態を発生させ、ただちに制動などの安全状態に移行できること

を確認する。 

故障注入はモータドライバへの指令信号乗っ取りや回転計への欺瞞信号、外

力による車体牽引、ダイナモメータに類する回転体による車輪の外力駆動など

機器に応じた方法を選択する。 
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異常速度は最大、最大の 3/4、最大の 1/2、最大の 1/4、停止、逆方向の少な

くとも 6 パターン、その際の速度指令は最大、最大の 1/2、停止の少なくとも３

パターンで、指令速度と異常速度が一致しないすべての組み合わせについて 2回

以上試行する。異常速度へは可能な限り最大加速で遷移するものとする。 

全方向車輪などによるホロノミックな移動機構を用いる場合、全周８方向に

ついて同様に実施する。 

指令速度を超過しない速度異常が安全に影響しない場合はこの条件の試行を

割愛してよい。 

故障注入開始から 0.1 秒以内、または移動距離 20cm 以内に安全状態（非常停

止状態）に移行できることを確認する。 

 

試験３ 旋回指令の故障注入試験 

周囲に障害物のない環境、または障害物検知機能を停止した状況で試験を行

う。 

運用規定の範囲内で、最大重量を積載しておく。 

ハードウェアまたはソフトウェア的な故障注入によって、操舵制御指令に反

する異常操舵状態を生じせしめ、ただちに制動などの安全状態に移行できるこ

とを確認する。 

故障注入はモータドライバへの指令信号乗っ取りや角度計（ジャイロスコー

プ）への欺瞞信号、外力による車体牽引、ダイナモメータに類する回転体による

車輪の外力駆動など機器に応じた方法を選択する。 

異常操舵角は左右それぞれについて最大、最大の3/4、最大の1/2、最大の1/4、

そして停止の少なくとも 9パターン、その際の操舵指令は左右それぞれの最大、

最大の 1/2、そして停止の少なくとも５パターンで、指令操舵角と異常操舵角が

一致しないすべての組み合わせについて 2 回以上試行する。異常操舵角へは可

能な限り最大操舵角速度で遷移するものとする。 

全方向車輪などによるホロノミックな移動機構を用いる場合や、対向二輪の

差動による旋回機構を用いる場合は、超信地旋回（スピンターン）で実施する。

そうでない場合は、想定される最大速度で前進中の操舵を実施する。 

指令速度を超過しない速度異常が安全に影響しない場合はこの条件の試行を

割愛してよい。 

故障注入開始から 0.1 秒以内、または予定走行軌道から 20cm 以内の逸脱で安

全状態に移行できることを確認する。 

 

補足説明 

機器の自己診断による故障検知を受けての制動は他の項目でも触れられておら

ー108 ー



 

ず、独立した評価項目が必要と考えられるためここに定めた。この問題の実証試

験プロトコルは、故障が危険事象につながる確率が充分に低いことを示すもの

となる。しかしながらこの点 JIS B 9705(ISO 13849)シリーズが定めるパフォー

マンスレベルの証明とほぼ同義である。ここではリスクアセスメントシートの

内容に基づき PL c を要求 PL と定め、JIS B 9705-1:2019(ISO13849-1:2015)附

属書 K 表 K.1 の値に則り典型的な達成条件を示した。PFH は各項目の複合によっ

て算出されるため、極めて信頼性の高い部品に基づくカテゴリー１構成によっ

ても達成しうるなど調整余地があることは省略した。 

 

１１ 制御不具合２ 

（1）走行 

追従走行中 

（2）危険状態(原因)／危険事象(結果) 

走行制御の不調／急加速や急旋回によって荷崩れを起こし、先導者や周囲

の人に衝突する 

（3）実証試験プロトコル 

試験：急加速、急制動による貨物 

前提：自律走行台車について、充分な荷崩れ防止構造を設けるとともに、積載

の最大量や積載方法、積載に使用する補助機材など運用規定を定めておく。 

試験環境：本試験では自律走行台車は前進または後進または旋回ののち制動

を行う。これに応じ、進行方向あるいは旋回方向を上り傾斜とする場合と下り

傾斜とする場合のそれぞれについて試行する。傾斜の大きさは自律走行台車の

想定する走行環境の最大傾斜とする。また機器の想定する最大重量の貨物を、

自律走行台車の運用規定が許す範囲で可能な限り不安定に搭載すること。機器

の位置および走行速度は非接触の測距計および速度計により計測し、規定条件

を満たすことを確認すること。 

最大加速試験：自律走行台車に可能な最大加速を行い、貨物が落下しないこ

とを確認する。前後それぞれについて行う。 

最大制動試験：自律走行台車に可能な最大速度での走行状態から最大制動を

かけ、貨物が落下しないことを確認する。前後それぞれについて行う。 

最大旋回試験：自律走行台車に可能な最大角加速度の旋回を行い、貨物が落

下しないことを確認する。左右それぞれについて行う。 
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最大旋回制動試験：自律走行台車に可能な最大速度での旋回状態から最大制

動をかけ、貨物が落下しないことを確認する。左右それぞれについて行う。 

 

補足説明 

リスクアセスメントシートでは荷崩れは急な加速や旋回によるものと想定さ

れているが、ここでは急制動も含め荷崩れリスクへの対策としている。 

 

１２ まとめ 

本章で示した実証試験プロトコルの作成例は、自律走行台車（を含むシステ

ム）の仕様及び使用環境（薬品のロジスティックセンターでのピッキングシステ

ムとしての使用）を想定するとともに、対象とする危険源も限定するなど、一定

の条件の下での例である。つまり、第 3 章及び本章は１つのケーススタディー

に過ぎないが、この中から、(1)仕様の設定・リスクアセスメントから始まる実

証試験プロトコル作成までの一連の流れを理解し、また(2) 実証試験プロトコ

ルでは具体的な判断基準を提示することが必要であることを理解して頂きたい。 
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第 6 章 まとめ 

1 本事業の概要 

近年の人工知能（ＡＩ）やＧＰＳ等の技術革新の進展により、自動走行が可能で自律的に

作業を行う機械（自走自律制御機械）の産業現場への導入を目指し、開発が進んでいる現状

を考え、こうした技術革新の進展を見越した上で、これら自走自律制御機械による労働災害

防止を図るための安全方策が早期に確立されることが求められる。この目的の一助となるべ

く、本調査・査研究を行った。 

本事業は、自律自走の焦点を当て、大きく二つの活動を行った。一つは、現状を把握する

ための実態調査である。もう一つは自走自律機械の仕様及び使用環境等を想定した上での実

証試験プロトコル作成手順の例示である。以下、主要な成果を示す。 

 

2 メーカー及びユーザーに対する実地調査・ワーキンググルー

プにおける主な検討事項と結論 

実態調査を実施することで、自走自律機械の現状を把握し、実証試験におけるプロトコル

作成において留意すべき点を明確にすることとした。対象はメーカー、ユーザーの両方とし

た。 

詳細は第 4 章に記載の通りである。 

I. 地図作成や自己位置推定に SLAM 等、先導者の認識などの先端的技術を用いて、自走ある

いは追随走行などを行っているが、AI 等で安全に関する判断を行って走行を制御すると

いう事例はなかった。 

II. メーカーにおいては、ユーザーと使用環境、使用状況などを打ち合わせの上、設計、リ

スクアセスメント、保護方策の決定を行っている。ユーザーは使用環境でのリスクアセ

スメントを行っていた、あるいは実証試験を行うことで危険事象の抽出を行っていた。 

III. このことから、メーカーが一般的な仕様を決め、それに応じたリスクアセスメントを行

い製品を提供し、ユーザーはその中から選択して購入し使用する、という訳ではないこ

とが分かった。 

IV. メーカーあるいはユーザーの下で性能試験を実施する中に、安全に関する事項も含まれ

ていた。つまり、安全機能の実証試験の手順、判断基準（プロトコル）を決めていると考

えられる。 

V. 走行機能に関する制御部と安全関連部を一部区別していない例があった。 

以上より、プロトコル作成ワーキンググループでリスクアセスメントから実証試験プロト

コル例の作成までを行う際にも、一定の技術水準を前提に（SLAM 等は考慮するが AI 等は考

慮しない）、対象とする自走自律制御機械についても一般的な仕様ではなく一定の仕様を想

定するとともに、使用環境を詳細に決定して行うこととしている。 

 

 

 

第 6 章 まとめ 

1 本事業の概要 

近年の人工知能（ＡＩ）やＧＰＳ等の技術革新の進展により、自動走行が可能で自律的に

作業を行う機械（自走自律制御機械）の産業現場への導入を目指し、開発が進んでいる現状

を考え、こうした技術革新の進展を見越した上で、これら自走自律制御機械による労働災害

防止を図るための安全方策が早期に確立されることが求められる。この目的の一助となるべ

く、本調査・査研究を行った。 

本事業は、自律自走の焦点を当て、大きく二つの活動を行った。一つは、現状を把握する

ための実態調査である。もう一つは自走自律機械の仕様及び使用環境等を想定した上での実

証試験プロトコル作成手順の例示である。以下、主要な成果を示す。 

 

2 メーカー及びユーザー等に対する実地調査・ワーキンググル

ープにおける主な検討事項と結論 
実態調査を実施することで、自走自律機械の現状を把握し、実証試験におけるプロトコル

作成において留意すべき点を明確にすることとした。対象はメーカー、ユーザーの両方とし

た。 

詳細は第 4 章に記載の通りである。 

I. 地図作成や自己位置推定に SLAM 等、先導者の認識などの先端的技術を用いて、自走ある

いは追随走行などを行っているが、AI 等で安全に関する判断を行って走行を制御すると

いう事例はなかった。 

II. メーカーにおいては、ユーザーと使用環境、使用状況などを打ち合わせの上、設計、リ

スクアセスメント、保護方策の決定を行っている。ユーザーは使用環境でのリスクアセ

スメントを行っていた、あるいは実証試験を行うことで危険事象の抽出を行っていた。 

III. このことから、メーカーが一般的な仕様を決め、それに応じたリスクアセスメントを行

い製品を提供し、ユーザーはその中から選択して購入し使用する、という訳ではないこ

とが分かった。 

IV. メーカーあるいはユーザーの下で性能試験を実施する中に、安全に関する事項も含まれ

ていた。つまり、安全機能の実証試験の手順、判断基準（プロトコル）を決めていると考

えられる。 

V. 走行機能に関する制御部と安全関連部を一部区別していない例があった。 

以上より、プロトコル作成ワーキンググループでリスクアセスメントから実証試験プロト

コル例の作成までを行う際にも、一定の技術水準を前提に（SLAM 等は考慮するが AI 等は考

慮しない）、対象とする自走自律制御機械についても一般的な仕様ではなく一定の仕様を想

定するとともに、使用環境を詳細に決定して行うこととしている。 
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3 プロトコル作成ワーキンググループにおける主な検討事項

と結論 

実態調査ではプロトコル作成までの手順を把握できないので、仮想的に自走自律制御機械

の仕様を設定の上、検討した。 

そのプロセスの詳細は第 3 章、第 5 章に記してある。ここでは、その中で経験した点、留

意した点などを記す。 

 使用環境、使用状況が決まらないと、適切なリスクアセスメントが実施できない。 

 上記２の I.より、安全制御部には AI 等を使用しない。また、ISO 12100,ISO 13849, IEC 

61508 に準拠して、安全関連制御部と自走自律制御部とは分ける。 

 リスクアセスメントから保護方策の決定まで一貫した流れとして行い、それをリスクア

セスメントシートとして記載する。保護方策の妥当性を確認するための実証試験の手順

等を詳細に定めたものが実証試験プロトコルとなる。 

 実証試験プロトコルにおける試験方法、判定方法の記述は、実証試験の実施、その結果

による適否の判断が可能なレベルまで具体的に記述する。 

記載の例は、医薬品ロジスティックセンターで使用される自律走行台車（主に、追随走行、

起点・終点を指示した走行(From To 走行)）についてのものである。使用条件などが変わっ

ても、記載の手順は使用できる。 

 

4 総括 

以上の、両ワーキンググループの取組みで明らかになったこと、あるいは提示されたこと

を踏まえ、検討委員会において検討したところを、第 1 章に掲げた目的①～④に沿ってまと

めると、次のようになる。 

1) プログラム制御による安全関連システムを自律制御による通常制御システムから独立し

て設けることに関する考え方 

実態調査を行った範囲では、メーカーによっては、本来機能の制御部と安全関連部を区別

していない例があったが、各社とも JIS B 9705-1（ISO 13849-1）等の機能安全規格を意識

しており、安全関連部が必要であることは認識されていた。一方、ユーザーでは独立してい

るかを明確には把握していない場合(メーカーに問い合わせていない場合を含む)が多かっ

た。 

JIS B 9705-1（ISO 13849-1）、JIS C 0508（IEC 61508）では、安全関連部（JIS B 9705

では「制御システムの安全関連部」、JIS C 0508 では「安全関連系」という。）を走行に関

する制御部と区別することが原則とされており、第 3 章、第 5 章では、両制御部を分離した

例を示した。 

2) 選定された特定の機械に関連する要素技術（環境認識（センサー）、状況理解・制御（Ａ

Ｉ等）、運転等（アクチュエーター）など）の開発状況及び安全評価の現状脚注1 

SLAM による自己位置推定はすでに実用的に使われていることがわかった。一方、AI と統合

して自律走行のための制御を行っている例は、面談による調査の範囲内ではなかった。また、

現状では、AI 等の自律判断を組み込んだ安全の制御システムは市販品レベルの製品はないと
 

1 参考文献 3)の第 3 章 5（自律自走のための技術, pp.21-28）も参照されたい 
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思われる。 

SLAM で必要な外観センサーである 3D-LiDAR、レーザーセンサーやステレオカメラ等は市販

品がある。 
安全関連制御は I(センサーなどの入力部)-L(論理判断部)-O(出力部)から構成されるが、

それらの開発状況は概ね次のようである。これらは、実態調査においても使用されているこ

とが確認できた。 

 I(センサーなどの入力) 安全用途で使用するための衝突防止用レーザースキャナ、接触

検知用バンパースイッチなどは市販されている。 

 L(論理判断) 安全用途のチャネル間監視などを組み込んだ PLC,リレーユニットなどは

市販されている。 

 O(出力) モータへの電力を遮断するコンタクタなど市販されており、購入できる。また

JIS C 61800-5-21)(IEC 61800-5-21))の安全要求事項を満たす可変速モータドライバを用

いることで速度監視、速度制御、トルク制限、停止が実現できる。 

3) 自律自走制御機械に係る安全評価の考え方 

安全制御を司る安全関連の制御系を機能制御と分けることは、工作機械等の据付機械を含

め多くの機械で確立されている。 

安全関連部が有すべき信頼性は、リスクアセスメント（リスクグラフを含む）に基づく ISO 

13849-1 の PLr(要求パフォーマンスレベル)あるいは IEC 61508, IEC 62061 の要求 SIL(安全

度水準)で決定される。次いで、安全関連部を設計し、PLr 以上の PL あるいは要求 SIL 以上

の SIL であることを検証する手順が確立している。 

AI 等を安全関連部に使用する例は実態調査でも見いだせなかった。研究段階での検討は藤

原らによるもの 2)などがあるが、産業用の機械で使える機器やソフトウェアなどの実用レベ

ルで市販されている事例はなく、安全評価法も定まっていない。 

なお、複合的にセンサーを用いる際に適用できる IEC/TS 62998-14)は主に信頼性評価を扱

っている規格であり、安全に関する判断機能を規定しているものではない。 

4) 1)から 3)を踏まえた、今後の実証試験のプロトコルのあり方 

現時点では安全の判断に AI 等を用いられていないので、安全関連部の評価は JIS B 9705

等に従って行えると考えられる。 

しかし、追従走行、SLAM による自己位置推定などでは、追従すべき先導者の見失いや自己

位置推定の失敗に起因する異常走行も考慮しなければならないなど、リスクアセスメントに

おいて、自律制御ゆえに起こりうる危険事象を十分に抽出することが大切である。 

 

5 新技術の社会実装にあたっての留意事項 

本報告書では、ヒアリングから現時点では、位置推定や経路の決定に自律的な判断を用い

ているが、安全の判断に自律的な判断を用いた例はなかった。しかし、今後、ニューラル・

ネットワーク等が一層発展し、その結果、安全の判断を委ねることについても、その可否も

含め検討されることとなるであろう。つまり、全く新しい技術の社会での使用である。その

際には、社会実装が可能か検討するフェーズがあり、また、技術そのもののアセスメントか

らスタートしなければならない。これらの点を重要と考え、今回の報告の範囲外であるが、

革新的技術の受け入れに際して検討すべき事項として、附録１にテクノロジーアセスメント
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について、付録２にアセスメント手法に関する考察について、その考え方の一つを示した。 

また、自走自律制御機械の今後の AI 技術活用に向けて次のステップとしては、LiDAR に代

表される環境情報取得技術や SLAM 等の環境認識に関する情報処理技術の安全関連化が考え

られる。 

LiDAR 等ハードウェアは、IEC 61496:Safety of machinery - Electrosensitive protective 

equipment5)のシリーズの枠組みの中で、国際安全規格としての標準化が検討されている。ま

た、SLAM 等の環境認識のための情報処理についてもソフトウェア安全ライフサイクルへの V

モデル適用や、ソフトウェア仕様の検証にメーカーは取り組んでいくであろう。 

そして、PST（Process Safety Time）あるいは RT（Reaction Time）で保障される安全距離

までの自走自律制御機械の接近に対して、非安全関連系としての確率論に根差す環境認識等

の情報処理をいかに組み込むかなど、検討が進められることを期待する。 

 

参考⽂献 
1)  JIS C 61800-5-2:2019 可変速駆動システム（ＰＤＳ）―第５－２部：安全要求事項―機

能安全 (IEC 61800-5-2:2016 Adjustable speed electrical power drive systems - Part 5-2: Safety 
requirements – Functional) 

2)  藤原清司、角保志、尾暮拓也、中坊嘉宏、「機能安全において人工知能安全の取りうる

産方針と安全判断のための非対称判定方法」、日本機械学会論文集、Vol.84、№864，
18－0007、2018 

3)  中央労働災害防止協会“令和元年度 厚生労働省委託 技術革新に対応した機械設備の安

全対策の推進事業 報告書”pp.21-28（2020 年 3 月） 

4)  IEC 62998-1:2019 Safety of machinery - Safety-related sensors used for the protection of persons 
（機械類の安全性－人の保護のために使用する安全関連センサ）(JIS は未制定) 

5)  JIS B 9704 機械類の安全性―電気的検知保護設備 (IEC 61496: Safety of machinery - 
Electro-sensitive protective equipment) 

 

  

 

附録 革新的技術の受け入れに際して検討すべき事項 

1 テクノロジーアセスメントについて 

技術的な限界に対してどのような評価を行い、その結果に基づいていかに対処すべきか？

を論じる必要がある。まず、新しい技術を対象として、これを社会に導入する前に安全性・

経済性・倫理性などに関する社会的影響を総合的に評価することをテクノロジーアセスメン

ト（TA）と呼ぶ。特定技術の社会への普及を目指すことが前提となることから、TA には通

常、幅広い社会的議論の場が設けられることが多く、分析対象の境界も確定されないことに

特徴がある。しかしながら、本稿ではその影響因子を安全性に特化して、特定の技術が実装

された場合の影響を知る上で、同定された技術的な限界が導入されるコミュニティに与える

と想定される負の影響を検討するものである。これは、リスクアセスメントの結果として見

積もられたリスクを小さくするために、技術的方策と絡めてどのような使用上の制限をあら

かじめ設けるかの議論に留まるものであり、ISO 12100「機械類の安全性－設計のための基

本概念，一般原則」の枠組みに収めることができ、TA の枠組みで議論するにはおよばない

と判断された。  

この問題は、まず製造物責任（PL : Product Liability）の観点から、人工知能（以下、

AI）について捉えておく必要がある。すなわち、AI による認識段階あるいは判断上の誤り

（以下、AI エラー）を予見できなかったとする抗弁（「開発危険の抗弁」のこと、製品を

流通させた時点における科学・技術知識の水準によっては、内在する危険を発見することが

可能でない場合に製造者等が免責され得るとするもの）がまかり通るか否かという議論に答

えを与えておく必要がある。これについては、仮に当該 AI エラーを設計者が具体的に予見

できなかったとしても、何らかの判断誤りを犯すであろうということは予見できるわけであ

る。したがって、この AI エラーの確率が、他の代替技術の場合に比べて大きい場合には、

この誤りによってもたらされると想定されるリスクのシナリオに対応できるソフトウェア上

の工夫や、それを回避する機構をロボットに備えておくことはできるわけであるから、これ

らの製造者としての活動を怠った場合には、法律上は開発危険の抗弁が認められることはな

いと判断するのが妥当である。  

つぎに、安全技術に関する規格観点からも、AI エラーを捉えておくことができる。すな

わち、機能安全の規定によれば、安全度水準が高くなるほど AI やその他の確率的なアルゴ

リズムを極力回避するように求めている。機能安全の概念下において、ソフトウェアに関す

る安全要求事項は、対象システムのとくに下位の物理層に近い階層を対象として、そのリス

ク抑制性を問うものであるが、フォールトに対してこれを故障に導かないような方策を考え

る際に AI を用いることは望ましくなく、フォールトの是正のための 1)要求仕様、2)本質的

な設計上のフォールトを含まないようにすること、3)単純さや理解のしやすさ、4)是正の適

切性、5)検証や試験、のそれぞれの観点において、むしろ問題を複雑化するものとして、

SIL2 以上では NR（Not Recommended）を要求している。  

以上から、AI のソフトウェア導入は、以下のようにまとめることができる。すなわち、

ロボットによるコントローラの上位レベルの ILO（Input-Logic-Output）諸相において利用

する場合には、確率的な取り扱いであることを念頭に、リスクに対する対応（低減）方策を

きちんと仕様に設けること、そして、物理層に近い下位レベルのフォールト是正機能につい

ては、確率的なリスク抑制性能の低下（AI エラー）が極力回避されるよう、AI を推奨する

ものではないこと、の 2 点である。 
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附録 革新的技術の受け入れに際して検討すべき事項 

1 テクノロジーアセスメントについて 

技術的な限界に対してどのような評価を行い、その結果に基づいていかに対処すべきか？

を論じる必要がある。まず、新しい技術を対象として、これを社会に導入する前に安全性・

経済性・倫理性などに関する社会的影響を総合的に評価することをテクノロジーアセスメン

ト（TA）と呼ぶ。特定技術の社会への普及を目指すことが前提となることから、TA には通常、

幅広い社会的議論の場が設けられることが多く、分析対象の境界も確定されないことに特徴

がある。しかしながら、本稿ではその影響因子を安全性に特化して、特定の技術が実装され

た場合の影響を知る上で、同定された技術的な限界が導入されるコミュニティに与えると想

定される負の影響を検討するものである。これは、リスクアセスメントの結果として見積も

られたリスクを小さくするために、技術的方策と絡めてどのような使用上の制限をあらかじ

め設けるかの議論に留まるものであり、ISO 12100「機械類の安全性－設計のための基本概念，

一般原則」の枠組みに収めることができ、TA の枠組みで議論するにはおよばないと判断され

た。  

この問題は、まず製造物責任（PL : Product Liability）の観点から、人工知能（以下、

AI）について捉えておく必要がある。すなわち、AI による認識段階あるいは判断上の誤り（以

下、AI エラー）を予見できなかったとする抗弁（「開発危険の抗弁」のこと、製品を流通さ

せた時点における科学・技術知識の水準によっては、内在する危険を発見することが可能で

ない場合に製造者等が免責され得るとするもの）がまかり通るか否かという議論に答えを与

えておく必要がある。これについては、仮に当該 AI エラーを設計者が具体的に予見できなか

ったとしても、何らかの判断誤りを犯すであろうということは予見できるわけである。した

がって、この AI エラーの確率が、他の代替技術の場合に比べて大きい場合には、この誤りに

よってもたらされると想定されるリスクのシナリオに対応できるソフトウェア上の工夫や、

それを回避する機構をロボットに備えておくことはできるわけであるから、これらの製造者

としての活動を怠った場合には、法律上は開発危険の抗弁が認められることはないと判断す

るのが妥当である＊注。 

＊注：NEDO 生活支援ロボット及びロボットシステムの安全性確保に関するガイドライン（第一版）

／サブ WG 報告書 60 頁 4.5 法規制・倫理 4．5．1 法的責任の観点（3）民事責任（g）免責

事由 i)開発危険の抗弁 より 
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2 アセスメント手法に関する考察 

この観点の議論に関して、具体的に本委員会で対象とする自律走行ロボットによる外界認

識性能の信頼性を例に掲げる。初期的なリスクアセスメントの結果、原理的、物理的に極め

て困難と考えられる見誤りあるいは見失いのハザードが同定されたとする。この場合、ISO 

12100 にしたがって、見積もられるリスクの大きさやこれに対する評価の結果に応じて方策

を考案する必要がある。技術が周囲環境に与える負の影響が過大だと判断された場合、まず

後者の物理層に近い下位レベルのフォールト是正については、そもそもソフトウェアフォー

ルトによる問題に解消を生じないような工夫を凝らすことができる。原理上の見失いの原因

が透明な窓ガラスによるものに対して、異なる検出原理的をもつ複数種類のセンサを適用す

ることにより問題の解消に努めたり、あるいはガラスを擦りガラスにする等環境要因を整え

たりすることによりリスクを極力小さくする方策が考えられる。  

しかしながら、外界認識の精緻化要求にしたがい、LIDAR のような技術しか使えない状況

下では、ソフトウェアに依存することになり、state-of-the-art を超えるとして要求され

ている「SIL2 以上では NR（Not Recommended）」に反することになる。この点に関しても技

術的には、構造の一部として窓をとらえることにより、窓自体が見失われても周囲（フレー

ム）から障害物の一部と同一視したり、窓越しに検出される物体を窓と同一視するといった

提案がなされており、これを実装した場合に残される、配慮すべき視点として、3)単純さや

理解のしやすさ、4)是正の適切性をどう担保するか？という問題を解消するための技術に高

い関心が集まってきている。以下、この枠組みの事例を紹介する。  

たとえば、DARPA では、XAI（Explainable AI）と呼ばれる技術の方向性に対する検討が

なされている(図 1)。これは、ニューラルネットワークや数理的解析的な手法にもとづく機

械学習によって得られた結果に対して Explainability（説明可能性）を要求し、その程度

を定量化できるようにすることによって、人間が機械学習のそれぞれの機能に関する理解を

深めることができるようにするという概念である。この目的を達成するために、技術的に

は、Explainable Model（説明を可能にするモデル)と explanation interface（説明インタ

ーフェイス）を備える必要がある、としている。このような枠組みによって、技術の適正な

評価や査定が行えるようになると期待されるのである。  

図１ DARPA で検討されている XAI 

 

 

2 アセスメント手法に関する考察 

この観点の議論に関して、具体的に本委員会で対象とする自律走行ロボットによる外界認

識性能の信頼性を例に掲げる。初期的なリスクアセスメントの結果、原理的、物理的に極め

て困難と考えられる見誤りあるいは見失いのハザードが同定されたとする。この場合、ISO 

12100 にしたがって、見積もられるリスクの大きさやこれに対する評価の結果に応じて方策

を考案する必要がある。技術が周囲環境に与える負の影響が過大だと判断された場合、まず

後者の物理層に近い下位レベルのフォールト是正については、そもそもソフトウェアフォー

ルトによる問題に解消を生じないような工夫を凝らすことができる。原理上の見失いの原因

が透明な窓ガラスによるものに対して、異なる検出原理的をもつ複数種類のセンサを適用す

ることにより問題の解消に努めたり、あるいはガラスを擦りガラスにする等環境要因を整え

たりすることによりリスクを極力小さくする方策が考えられる。  

しかしながら、外界認識の精緻化要求にしたがい、LIDAR のような技術しか使えない状況

下では、ソフトウェアに依存することになり、state-of-the-art を超えるとして要求され

ている「SIL2 以上では NR（Not Recommended）」に反することになる。この点に関しても技

術的には、構造の一部として窓をとらえることにより、窓自体が見失われても周囲（フレー

ム）から障害物の一部と同一視したり、窓越しに検出される物体を窓と同一視するといった

提案がなされており、これを実装した場合に残される、配慮すべき視点として、3)単純さや

理解のしやすさ、4)是正の適切性をどう担保するか？という問題を解消するための技術に高

い関心が集まってきている。以下、この枠組みの事例を紹介する。  

たとえば、DARPA では、XAI（Explainable AI）と呼ばれる技術の方向性に対する検討が

なされている(図 1)。これは、ニューラルネットワークや数理的解析的な手法にもとづく機

械学習によって得られた結果に対して Explainability（説明可能性）を要求し、その程度

を定量化できるようにすることによって、人間が機械学習のそれぞれの機能に関する理解を

深めることができるようにするという概念である。この目的を達成するために、技術的に

は、Explainable Model（説明を可能にするモデル)と explanation interface（説明インタ

ーフェイス）を備える必要がある、としている。このような枠組みによって、技術の適正な

評価や査定が行えるようになると期待されるのである。  

図１ DARPA で検討されている XAI 

 

ー116 ー



 

具体的に、先のポイントクラウドから窓ガラスとしての認識を行う技術を対象とした場合

に、まずたとえば、CNN（Convolutional NN）による認識性能結果を Explainability とこれ

に基づく Prediction Accuracy（予測精度）の関数としてプロットする。より具体的には

CNN を用いて窓越しの物体を窓と一体化して捉える、あるいは SVM（Support Vector 

Machine）を用いて同じことを繰り返し行い、並列的に学習を繰り返す。そして、その結果

を RF(Random Forest)によって、異なる決定木をつぎつぎと構成していくことにより、認識

対象に基づく説明可能性と交差検証結果としての予測精度によって表現することにより、人

間によって理解と判断がなされやすいように定量表現する。 
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